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はじめに（本稿の目的）
　本稿において、提案するのは、第一に、
　「社会保障は、国民に「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」を実効
化することに中核的な目的があり、年金制度については、年金給付は、所得比
例的ではなく、均質的な給付であるべきではないのか、」ということと、「社会
保険の制度が分立しているのは制度的安定性を欠くので、基本的なシンプルな
制度に統合一元化すべきではないか」との考えに基づき、社会保険の現行制度
に対する代替案として、社会保険を一元化して、社会保険は基礎的部分（年金
では基礎年金、健康保険では、国民健康保険に一元化して付加給付を行わない）
に限定し、現行の各制度の行っている上乗せ給付部分は、個人の選択の問題で
あり、社会保障から切り離して、民間の生命保険に委ねる」ことを提案する。
　提案の第二は、「社会保障のうちの健康保険事業には、医師の診療報酬の請
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求制度に、医師の利益相反性が存在しており、それに対する控制として、各医
師の診療報酬請求に限度額を設定することによる総量規制度を設ける」ことを
提案する。
　結論の論証を目的とし、かつ関連する問題をも検討することとし、以下にお
いて、①社会保険による保険給付の憲法上の意義、②社会保険料の強制的な負
担の根拠とそのことによる社会保険給付の内容に対する制約、③年金一階部分
の問題として賦課方式をとることの問題、④年金二階部分の問題として、所得
比例的な保険給付の是非、⑤年金三階部分の問題として、独立した小規模な年
金保険を設けることの是非、⑥健康保険事業における後期高齢者支援金など年
金保険間の資金移動の問題、⑦医師の社会保険診療報酬決定に果たしている役
割と利益相反性の存在、それに対する控制として各医師の診療報酬請求に限度
額を設定することによる総量規制制度を設けることの提案、を論じる。
　また、本稿の結論で、現行社会保険制度の相当部分の受け皿として、民間生
命保険を活用することを提言するが、民間生命保険が社会保険の受け皿たり得
るためには、民間生命保険に存在する問題への対応も必要と考えられるが、そ
のための提言は、「生命保険における資産運用成果の契約者への還元について」
として別稿でまとめているが、提言としては、両者で一体をなすものである。
第 1　社会保険による保険給付の憲法上の意義
1　社会保険とは社会保障制度の一つで、病気やケガ、事故、失業、老後の生
活などのリスクに備えて、国民の生活を保障するために設けられた公的な保険
制度である。社会保険に含まれるものは、医療保険、年金保険、介護保険、雇
用保険、労災保険の 5 つである。国や地方公共団体などの公的機関が運営し、
加入者（被保険者）が支払う保険料や国庫負担金などによって運営費用がまか
なわれる。民間企業が運営する生命保険や損害保険などの個人保険とは違い、
一定の条件を満たす国民は社会保険に加入して保険料を負担する義務がある。
国民が相互に助け合うという「相互扶助（ふじょ）」の理念の下で作られた制
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度なので、必要に応じた給付がほぼ確実に受けられる代わりに、対象となる国
民は社会保険に加入して保険料を負担する義務がある。
　なお、社会保険には労働保険や介護保険も含まれるが、本稿は、年金保険と
医療保険のみを対象として、論じる。
2　社会保険による保険給付の憲法上の意義を検討するためには、憲法 25 条 2
項に、「社会保障」に関する規定が設けられていることから、その解釈を行う
ことが必要である。
　佐藤幸治著・憲法［新版］540 頁（青林書院、1990）は、憲法 25 条の生存
権の意義につき、次のように記載する。
　「憲法は、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有す
る（25 条 1 項）、「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及
び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」（25 条 2 項）と規定する。
従来 1 項と 2 項とを同一の射程をもつものとして一体的に捉える見解が一般
的であるが、2 項は、1 項を前提として、さらにより広い社会国家的視野から
国の責務を規定したものとみるべきであろう。25 条 2 項の規定する「広義の
生存権」は、1 項の生存権と違って、政治部門の政策的判断に委ねられる度合
いが強いことは否定しえない。」
　この見解は、社会保障について規定する 25 条 2 項は、1 項の生存権を前提
として、さらにより広い社会国家的視野から国の責務を規定したものであり、
1 項の生存権と違って、政治部門の政策的判断に委ねられる度合いが強いとす
る。
これに対して、伊藤正己・憲法［第 3 版］379 頁（弘文堂、1995）は、憲法
25 条の生存権の意義につき、次のように記載する。
　「憲法 25 条 1 項は、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む
権利を有する」と定め、さらに、2 項は、「国は、すべての生活部面について、
社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」と
うたっている。これは、1 項で、社会権の理念に基づいて国民の生活面に対し
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生存権という権利を国民に保障すると同時に、その権利の実効化のためには国
の積極的対応が必要であることから、2 項で、国にその責務を果たすべきこと
を命じたものである。これに対し、「本条第二項は国の事前の積極的防貧施策
をなすべき努力義務のあることを、同第一項は第二項の防貧施策の実施にも拘
らず、なお落ちこぼれた者に対し、国は事後的、補足的且つ個別的な救貧施策
をなすべき責務のあることを各宣言したものである」と解する立場がある。こ
のように、一項と二項とを機械的に分離して説くと、現実に、救貧施策の一環
として行われる防貧施策の説明ができなくなるだけなく、既に述べた社会権の
理念とかけ離れた理解となり妥当でない。」
　伊藤正己先生の見解を、社会保障について抜き書きすると、「憲法 25 条 2
項は、生存権の実効化のために、国が社会保障について積極的対応をする責務
を命じたものである。」ということであり、社会保障のための政策手段である
社会保険の憲法的意義について、積極的に明らかにされている。
　この見解にしたがえば、社会保障を構成するところの社会保険制度において、
憲法的な価値の実現から見れば、中核的に保障すべきものは、健康で文化的な
最低限度の生活を実現することにあると言える。
3　佐藤先生の見解は、25 条の解釈において、規制の憲法適合性（合憲違憲の
議論）の議論のために、裁判規範性を重視されているように思われるが、本稿
で憲法解釈を取り上げるのは、規制の憲法適合性（合憲違憲の議論）からでは
なく、より憲法上の価値に整合性のあるベターレギュレーションの議論のため
の方法論として、活用しえないかとの観点から検討しているのであって、その
ような観点からは、伊藤先生の見解に主にしたがって議論することが適切と考
えられる。
　憲法 25 条 1 項と 2 項とを同一の射程をもつものとして一体的に捉える見解
が伊藤先生をはじめ従来から一般的であったことからは、社会保障が実現しよ
うとしている目的も、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む
権利を有する」ということから、社会保障が「最低限度の生活を営む権利」を
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保障するために、年金では国民に対して行う年金給付は生存権を実効化するも
のであるべきと考えられ、医療給付は、生存権を実効化する必要性が満たされ
るよう診察治療が行われることが必要であると言える。
　社会保険の現実の制度は、職域ごとに保険制度が分立するとともに、年金給
付の内容は基礎年金以外は就業期間中の自己の稼得してきた所得額に連動し、
医療給付は、過剰診療に対する抑制措置として自己負担額の設定がされるが、
複数の制度間で負担や給付に差がある制度となっている。それとともに、社会
保障費の増嵩から、制度の安定的存続が疑われる事態となっている。
　国民に対する社会保険制度の給付内容は、「健康で文化的な最低限度の生活」
の保障を実効化するための給付として合理性があることが必要であり、そのよ
うな給付が、原資を国民に対する強制的な負担によって徴収していることとの
関係で、正当化されることが必要である。
　年金の二階建て及び三階立て部分及び就業中の賃金を標準とする年金給付の
部分や、健康保険の制度間で、自己負担額や給付内容が異って給付が行われて
いることが、法律で国民に強制する社会保険として、原資を国民の強制的な負
担によって行われていることとの関係でも、正当化されるだけの強い根拠が必
要である。
　本稿は、社会保険を一元化（社会保険は基礎的部分（年金では基礎年金、健
康保険では、国民健康保険に一元化して付加給付は認めない）に限定し、上乗
せ部分は、民間の生命保険に委ねる。）することはできないか、憲法上の価値
に整合性のあるベターレギュレーションの観点から、検討する。
第 2　社会保険料の強制的な負担の根拠とそのことによる社
会保険給付の内容に対する制約について
　社会保険料の強制的な負担の根拠とそのことによる社会保険給付の内容に対
する制約を論ずるが、まず社会保険の保険料の納付義務の根拠を論ずる。
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1　国民健康保険税や国民健康保険料について金額の基準に資産割や所得割が
入ることを正当化するために、横浜地判平成 2 年 11 月 26 日判タ 765 号 185
頁は、「国民健康保険における保険料の負担については、それが強制加入の社
会保険であることや、相扶共済・社会福祉の理念から、応能負担の原則を無視
することはできないが、他方、それが保険理論に基づく医療保険であることか
ら、保険料と保険給付の対応関係にも配慮した応益負担の原則によるべきこと
も、また当然であり、この関係で、受益の程度からかけ離れた応能負担に一定
の限界を設けるため、保険料に最高限度額を定めることには、合理的な理由が
ある。」として、応能負担が入る余地があるが、主として応益負担によるべき
ことを言っている。
　また、横浜地判平成 10 年 9 月 16 日判自 187 号 86 頁は、「保険の利益を享
受しない事業者についても社会保険の相互扶助的性格に基づき保険料の負担を
要請している」とし、保険給付を受けない事業者が、保険の費用負担をするこ
とを正当化している。
　健康保険と年金と社会保険として共通に理解できるとすれば、上記の判例か
らは、年金の保険料を強制的に徴収できる根拠としては、応能負担、応益負担、
相互扶助を理由とすることができることになる。
2　これらの各判決の上に、社会保険である国民健康保険の保険料の強制徴収
の法的根拠を最高裁として明らかにしたのが、最判平成 18 年 3 月 1 日民集 37
巻 8 号 1282 頁である。
　最判平成 18 年 3 月 1 日は、旭川国民健康保険条例事件についてのものであ
るが、1 審の旭川地判平成 10．4．21 は、旭川国民健康保険条例の定める保険
料は、強制加入制、保険料強制徴収制度、公的資金投入割合の大きさなどを理
由に、租税と同視できるとして、本件条例には賦課総額の確定方法に関する定
めがなく、自由な裁量により決定することを委任した趣旨と解するほかなく、
一般会計からの繰り入れ分など種々の政策的判断を重ねて賦課総額を決定でき
る仕組みになっているのは、賦課要件条例主義および賦課要件明確主義に違反
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するとした。
　これに対し、上告審の最判平成 18 年 3 月 1 日は、次のように述べる。
　「国または地方公共団体が、課税権に基づき、その経費に充てるための資金
を調達する目的をもって、特別の給付に対する反対給付としてでなく、一定の
要件に該当するすべての者に対して課する金銭給付は、その形式のいかんにか
かわらず、憲法 84 条に規定する租税に当たるというべきである。
　市町村が行う国民健康保険の保険料は、これと異なり、被保険者において保
険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収されるものである。被上告
人市における国民健康保険事業に要する経費の約 3 分の 2 は公的資金によっ
て賄われているが、これによって、保険料と保険給付を受け得る地位とのけん
連性が断ち切られるものではない。また、国民健康保険が強制加入とされ、保
険料が強制徴収されるのは、保険給付を受ける被保険者をなるべく保険事故を
生ずべき者の全部とし、保険事故により生ずる個人の経済的損害を加入者相互
において分担すべきであるとする社会保険としての国民健康保険の目的及び性
質に由来するものというべきである。
　したがって、上記保険料に憲法 84 条の規定が直接に適用されることはない
というべきである（国民健康保険税は、前記のとおり目的税であって、上記の
反対給付として徴収されるものであるが、形式が税である以上は、憲法 84 条
の規定が適用されることとなる。）」
　最判平成 18 年 3 月 1 日についての最高裁判所判例解説（民事篇平成 18 年
度（上）312 頁）の 342 頁は、社会保険の意義について、次のように記載する。
　「一般に、私保険のよって立つ保険原理に、①給付反対給付均等の原則（加
入者の給付する保険料は、その偶然に受け取ることのあるべき保険金の数学的
期待値に等しい）と、②収支相等の原則（保険者の収受する保険料の総額がそ
の支払う保険金の総額に等しい）があげられる。つまり、加入者個人及び保険
集団全体のいずれのレベルにおいても、収支の均衡が求められる。この保険原
理を、平均保険料方式、応能保険料負担、事業主負担、公費負担等の手法を用
いて、国民の生活保障という社会保障の目的に沿った扶助原理ないし扶養原理
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によって修正したものが、社会保険である。
　社会保険では、加入者全体が保険料を負担することによって、個人の目的で
は対応が難しいリスクを加入者全体に分散し、相互扶助の母集団を最大化する
ことの結果として、個々の加入者の保険料負担の軽減と、給付水準の向上を可
能とする（岩村正彦「社会保障法 1」43 頁）。そして、危険を分散する制度と
しての社会保険を任意加入とすると、その事故発生があらかじめ確定している
者あるいはその危険が高いもの、負担が少ないものだけが保険関係に入る逆選
択が生ずることとなり、保険制度の危険分散機能が著しく弱められることとな
るので、強制加入制には、これを防止する意義がある（西村健一郎「社会保障
法」27 頁）。一定の住民を国民健康保険に強制加入させるなどとした小城町国
民健康保険条例が、憲法上の自由権及び憲法 29 条 1 項所定の財産権を侵害す
るものとはいえないと判断した最大判昭 33 年 3 月 12 日民集 12 巻 2 号 190 頁
は、「国民健康保険は、相扶・共済の精神に則り、国民の疾病、負傷、分娩又
は死亡に関し保険給付をすることを目的とするものであって、その目的とする
ところは、国民の健康を保持、増進しその生活を安定せしめ以て公共の福祉に
資せんとするものであることは明白であるから、その保険給付を受ける被保険
者は、なるべく保険事故を生ずべき者の全部とすべきことむしろ当然であり、
また、相扶共済の保険の性質上保険事故により生ずる個人の経済的損害を加入
者相互において分担すべきものであることも論を待たない。」と判示するが、
上記の強制加入の性質を述べたものということができる。」
3　最判平成 18 年 3 月 1 日の趣旨は、本文及びその最高裁判所判例解説から、
次のように理解される。
　社会保険の基本的性格は保険であるが、個人の目的では対応が難しいリスク
を加入者全体に分散し、相互扶助の母集団を最大化することの結果として、
個々の加入者の保険料負担の軽減と、給付水準の向上を可能とするために、強
制加入が法律によって強制されている。
　そして、保険のよって立つ保険原理とは、個人の場合には、給付反対給付均
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等の原則（加入者の給付する保険料は、その偶然に受け取ることのあるべき保
険金の数学的期待値に等しい）であるが、保険に強制加入させられることは、
加入者が保険原理の中に入ることが強制されることを意味している。
　給付反対給付均等の原則は、加入者の給付する保険料と、その偶然に受け取
ることのあるべき保険金の数学的期待値を等しくすることを意味することから、
保険料と受け取ることのあるべき保険金の数学的期待値の完全な一致と、保険
料の支払いと保険金の支払いの実現には時間的懸隔があるものの、両者の間で
の完全な等価交換を要求するものである。
　しかし、社会保険の保険料の支払いには、①保険料が所得割など所得比例的
な負担の場合があるのに対して、健康保険の保険給付は医療保険費用を必要に
応じて給付しており、保険料の支払いと保険金の支払いとの間の等価交換は実
現していない。②保険料の支払者として、被保険者でない企業が被用者のため
に保険料支払いを行うことが強制されており、企業にとっては、保険料の支払
いと保険金の支払いとの間の等価交換は実現していない。③国民健康保険では、
保険給付のために財政による負担がむしろ保険料納付額を上回っており、国民
健康保険では、保険料の支払いと保険金の支払いとの間の等価交換は実現して
いない。
　このような社会保険の実態を説明するためには、保険原理である給付反対給
付均等の原則（加入者の給付する保険料は、その偶然に受け取ることのあるべ
き保険金の数学的期待値に等しい）が、社会保険では、相当に緩和されて適用
されることを説明する必要がある。
　このことの理論的な説明は、給付反対給付均等の原則（加入者の給付する保
険料は、その偶然に受け取ることのあるべき保険金の数学的期待値に等しい）
も、社会保険においては、平均保険料方式、応能保険料負担、事業主負担、公
費負担等の手法を用いて、国民の生活保障という社会保障の目的に沿った扶助
原理ないし扶養原理によって修正されると説明される。
　そして、最高裁は、国民の生活保障という社会保障の目的に沿った扶助原理
ないし扶養原理によって修正されて、なお社会保険に残る保険原理（給付反対
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給付均等の原則）の中核的な部分は、「保険料は、被保険者が保険給付を受け
得ることに対する反対給付として徴収されるものである」と、理解する。
　この保険料と保険給付の給付反対給付の関係がどのようなものであるかにつ
き、最判平成 18 年 3 月 1 日は、「国保料は、被保険者に保険給付を受け得る
ことに対する反対給付として徴収されるものである。市における国民健康保険
事業に要する経費の約 3 分の 2 は公的資金によって賄われているが、これに
よって、保険料と保険給付を受け得る地位とのけん連性が断ち切られるもので
はない。」と説明するが、それ以上に保険料と保険給付を受け得る地位とのけ
ん連性の内容を明らかにしていない。
　いずれにしても、最高裁は、保険料が強制徴収される根拠は憲法 84 条の租
税法律主義ではないとし、被保険者が保険給付を受け得ることの等価交換性を
要求する保険原理を、扶助原理ないし扶養原理によって修正したところの「被
保険者が保険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収されること」が、
保険料が強制徴収される根拠であるとする。
4　最判平成 18 年 3 月 1 日は、国民健康保険についての判決であるが、年金
保険も、国民健康保険と同様に社会保険であり、危険を分散する制度としての
社会保険を任意加入とすると、その事故発生があらかじめ確定している者ある
いはその危険が高いもの、負担が少ないものだけが保険関係に入る逆選択が生
ずることとなり、保険制度の危険分散機能が著しく弱められることとなるので、
強制加入制をとる必要がある。
　このため、年金保険においても、私保険のよって立つ保険原理である①給付
反対給付均等の原則（加入者の給付する保険料は、その偶然に受け取ることの
あるべき保険金の数学的期待値に等しい）と、②収支相等の原則（保険者の収
受する保険料の総額がその支払う保険金の総額に等しい）を、平均保険料方式、
応能保険料負担、事業主負担等の手法を用いて、国民の生活保障という社会保
障の目的に沿った扶助原理ないし扶養原理によって修正する必要がある。
　また年金では現在は税金は財源とはされていないが、年金給付が生存権保障
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に寄与する限りで、国の一般会計から組み入れられた税金をも財源とすること
は可能性があることであり、年金においても、公費負担の手法を用いられるこ
とは排除されない。
　以上の結果として、年金の保険料の強制徴収の根拠は、国民健康保険の場合
と同様に、「被保険者に保険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収
されること」に求められる。
5　以上のとおり、健康保険と年金などの社会保険の保険料の強制徴収の根拠
は、租税ではなく、被保険者に保険給付を受け得ることに対する反対給付とし
て徴収されることにあることからは、強制徴収と給付の関係は、これら二つを
別個独立のものとしてとらえることはできず、給付反対給付の関係にあるもの
として結び付けて理解されるものということが基本的性質であり、そのことに
強制徴収の正当化根拠も求められる。
第 3　年金制度
1　年金制度の概要
（1）日本の年金制度は、家にたとえて「階建て」といわれる。公的年金は二階
建て、それに上乗せする年金制度を含めると三階建てとなる。
　・一階部分：全国民共通の年金制度である「国民年金」
　・二階部分：会社員、公務員の年金制度である「厚生年金」
　・ 三階部分：会社独自の年金制度である「企業年金」、公務員独自の上乗せ
制度である「年金払い退職給付」
　二階部分の国民年金基金は任意加入であり、三階部分の企業年金については、
勤務先の企業が企業年金を設立（加入）していれば、従業員は強制加入となる。
（2）現在の年金制度は、職業別となっており、一階建ての人もいるし、三階建
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ての人もいる。「一階建て」より「三階建て」のほうが、受け取る年金額は多
くなる。
　公務員等の年金制度は、2015 年 9 月までは二階部分が「共済年金」、三階部
分は「職域加算」であったが、2015 年 10 月から、三階部分について職域加算
が廃止され、新たに「年金払い退職給付」が創設されている。
　現在の公的年金制度は、日本国内に居住する 20 歳以上の人は、全て一階部
分の国民年金に加入することになる。この部分が生活保障の基礎部分というこ
ともあるため、支給される年金は「基礎年金」と呼ばれる。
　年金額は加入期間のみで決まり、20 歳から 60 歳までの 40 年間加入するこ
とで、年間約 80 万円の年金が支給される。滞納や免除がなければ全ての加入
者が 80 万円の年金を受け取れるが、滞納や免除があったり、また過去、学生
や専業主婦であった期間等が任意加入とされていたこともあり、実際に国民年
金（老齢基礎年金）を受け取っている人で、満額の約 80 万円を受け取ってい
ない場合は多い。
（3）二階部分である「厚生年金」については、会社員や公務員であった期間、
加入する。したがって、勤務期間に応じて加入期間が「1 カ月」という場合も
あれば、「30 年以上」の場合もある。
　二階部分の年金は、所得（報酬）によって保険料が変わる。受取額も加入期
間の平均報酬額によって変わる、「所得比例」の年金である。
さらにその上の三階部分については、加入している人は更に絞り込まれる。
　会社員の三階部分である「企業年金」は、自分の勤務する会社に企業年金制
度があれば強制的に加入する。（自営業者や専業主婦は二階部分がない。）
　三階部分がない会社員は自らの選択で三階部分を作ることが可能である。個
人型確定拠出年金に加入したり、民間の生命保険等で販売されている個人年金
保険を掛けることができる。
　また、二階部分がない、自営業者等については「国民年金基金」という制度
が用意されている。
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2　年金制度の一階部分の基礎年金をめぐる問題（賦課方式をとることの問題）
（1）一階部分は、保険料、年金額とも定額である。
　本稿では、老齢基礎年金のみ取り上げる。
　国民年金法
　第 26 条（老齢基礎年金の支給要件）
　　 　老齢基礎年金は、保険料納付済期間又は保険料免除期間を有する者が
65 歳に達したときに、その者に支給する。ただし、その者の保険料納付
済期間と保険料免除期間とを合算した期間が 25 年に満たないときはこの
限りでない。
　第 27 条（老齢基礎年金の年金額）
　　老齢基礎年金の額は、78 万 900 円に改定率を乗じて得た額とする。
　第 87 条（保険料）
　　 ③保険料の額は、平成 29 年度以後の年度に属する月の月分は、16900 円
とする。
（2）年金制度の一階部分の基礎年金、二階部分の厚生年金の共通の問題として
賦課方式をとることの問題
　年金制度が、自分の支払った保険料が、自己の年金のために使われるのでは
なく，上の世代の人の年金給付の原資とされて、若い世代が上の世代を支える
ように設計されているという賦課方式をとっていることの正当性を検討する。
（3）長野立子（1979）「わが国の公的年金制度」（日本国民年金協会）34 頁は、
年金の方式として、積立方式と賦課方式を対置させて、次のように説明する。
　「積立方式とは、将来の給付費に備えて、将来にわたって大きく水準の変わ
らない保険料額または保険料率を定め、これによって長期的に収支が等しくな
るように計画する財政方式をいう。
　賦課方式とは、一定の短い期間（例えば 1 年間）のうちに給付費用と、その
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期間内の保険料収入とが等しくなるように計画する財政方式をいう。」
　年金の方式が修正賦課方式に移行した当時の行政による説明として、厚生省
年金局年金課等監修（1996）「厚生年金保険法解説」（法研）914 頁は、次のよ
うに説明する。
　「現在の厚生年金保険では完全な賦課方式をとらず、当初は一定の積立金を
保有し、その積立金から生じる運用利子等によって、将来の保険料負担の軽減
等を図り得るような保険料率を設定し、漸次増額して最終的な制度成熟時に、
賦課保険料率に到達していく方式がとられることになっている（法 81 条 6 項）。
この最終的に賦課保険料に達するいわゆる段階保険料の方式がとられているの
は、制度の成熟化による負担の急激な上昇の緩和、国民の負担能力、わが国の
経済及び社会の状態等を考慮しての措置である。」
（4）以上の積立方式と賦課方式についての説明は、年金制度発足当初の保険料
収入の方が年金給付費用よりも大きいという段階において、年金給付費用と保
険料収入との金額の関係をどのように整理するかというための議論であって、
今日の、年金制度が当初より相当に時間が経過して、保険料収入の方が年金給
付費用よりも大きいという制度発足当初の問題が過去のものとなり、今支払わ
なければならない年金給付費用のために徴収した保険料収入が充てられている
という、制度が成熟化した状況の説明にはなっていない。
　今日の、年金制度が当初より相当に時間が経過して制度が成熟化した状況下
においては、積立方式によれば、自己の払う保険料が、現在給付を受ける人た
ちの給付の原資にはならず、将来自己が給付を受けることの原資になるのに対
し、賦課方式では、自己の払う保険料が、現在給付を受ける人たちの給付の原
資になる。
　そして、賦課方式をとることによって上の世代の人の年金給付に充てるため
に、年金保険料の負担をすることは、保険の保険料負担者の保険料納付と、当
該保険料負担者が保険給付を受けることとの連関が、積立方式よりも相当に緩
いことを意味していると考えられるが、保険料負担者の保険料納付と、当該保
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険料負担者の保険給付を受けることとの連関はどこまで緩められるかについて
検討する。
ア　社会保険の基本的性格は保険であるが、個人のみでは対応が難しいリスク
を加入者全体に分散し、相互扶助の母集団を最大化することの結果として、
個々の加入者の保険料負担の軽減と、給付水準の向上を可能とするために、加
入が法律によって強制されている。
　そして、保険のよって立つ保険原理である給付反対給付均等の原則（加入者
の給付する保険料は、その偶然に受け取ることのあるべき保険金の数学的期待
値に等しい）は、社会保険では、平均保険料方式、応能保険料負担、事業主負
担、公費負担等の手法を用いて、国民の生活保障という社会保障の目的に沿っ
た扶助原理ないし扶養原理によって修正されるが、このように修正されてなお
残る、保険原理（給付反対給付均等の原則）の中核的な部分は、「保険料は、
被保険者が保険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収されるもので
ある」ことである。
　そして、保険料が強制徴収される根拠は、最判平成 18 年 3 月 1 日が明らか
にしているとおり、被保険者が保険給付を受け得ることに対する反対給付とし
て徴収されることにある。
　保険料は租税ではなく、被保険者に保険給付を受け得ることに対する反対給
付として徴収されるものだとしていることからは、強制徴収と給付の関係は、
社会保険では租税とは異なって、徴収と給付を別個独立のものとしてとらえる
ことはできず、給付反対給付の関係にあるということが基本的性質である。
イ　国民年金法は、被保険者に対し、保険給付を受け得ることと、保険料を徴
収することを規定しており、賦課方式又は積み立て方式であることは、国民年
金法で規定されていない。
　賦課方式が許されるかどうかは、最判平成 18 年 3 月 1 日の「国民健康保険
が強制加入とされ、保険料が強制徴収されるのは、保険給付を受ける被保険者
をなるべく保険事故を生ずべき者の全部とし、保険事故により生ずる個人の経
済的損害を加入者相互において分担すべきであるとする社会保険としての国民
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健康保険の目的及び性質に由来する」ということからは、「保険料は、被保険
者が保険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収されるものである」
という関係を充足していると認められるかどうかである。
　賦課方式により、自分の保険料は、自分の年金給付の財源にならず、上の世
代の人の年金給付の原資に、自分の払った年金保険料が充てられる場合も、保
険事故により生ずる個人の経済的損害を加入者相互において分担する社会保険
としての保険給付に充てられていると言える。
　自分の支払った保険料が、自分の年金給付の財源にならず、上の世代の人の
年金給付の原資に充てられる賦課方式をとることは、自分の払った保険料が自
分の年金給付には充てられないことを意味するが、「保険料は、被保険者が保
険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収されるものである」ことと、
「自分の払った保険料が自分の年金給付には充てられること」は、同義ではな
い。
　したがって、自分の支払った保険料が、自分の年金給付の財源にならず、上
の世代の人の年金給付の原資に充てられる賦課方式をとることは、「保険料は、
被保険者が保険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収されるもので
ある」ことには反しているとは言えないであろう。
　以上から、賦課方式の下でも、給付反対給付の関係は満たされているので、
自分の保険料は、自分の年金給付の財源にならず、上の世代の人の年金給付の
原資に、自分の払った年金保険料が充てられることは、社会保険として許され
ると考えられる。
ウ　しかし、賦課方式をとることが、「保険料は、被保険者が保険給付を受け
得ることに対する反対給付として徴収されるものである」ためには、自分の支
払った保険料が、自分の年金給付の財源にならないことから、自分以外の誰か
が支払った保険料が、自分の年金給付の財源になることが必要である。
　自己の払う保険料が、現在給付を受ける人たちの給付の原資になる財政方式
が、給付反対給付の関係を満たしているためには、自分が保険料を負担したこ
との反対給付として、下の世代が自分の年金給付のために保険料の負担をして
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くれることによって、はじめて給付反対給付の関係が成立する。
　この問題は、下の世代の人が負担してくれるということは将来において負担
してくれるかどうかにかかっており、負担の履行がされているわけではないの
で、たとえば下の世代がどうがんばっても負担の履行ができないという状況が
訪れるかもしれないという意味で、反対給付が履行される確実性がないことか
ら、給付反対給付の関係が成立していると言い切ってよいのかどうか問題が残
ると考える。
　法律には、保険料を負担した人は年金が給付されることを規定されているこ
とから、給付反対給付の関係が法律上明らかとされているから、給付反対給付
の関係は成立していると言えるかについては、自己が年金給付を受けるときま
でに年金制度が変更されない保証はなく、自分の年金給付は実現されないかも
しれないということは、給付反対給付の関係が成立していること影響を与える。
　自己の年金給付は下の世代の人が負担してくれるという部分が変更されて消
滅しようとするとき、その変更が財産権あるいは生存権の侵害など憲法違反と
いう評価があれば、その制度改正はなされないとの保証があるという議論はあ
り得るが、その変更が財産権あるいは生存権の侵害など憲法違反にあたるとい
う評価がされないのであれば、その制度改正がなされないことの保証はない。
また仮に法律改正が許されなくても、下の世代がどうがんばっても負担の履行
ができないという状況が訪れるときには、反対給付を受け得ることは実現され
ないこととなる。
エ　いずれにしても、反対給付を受け得ることが実現されないときには、自己
が保険料を負担したことにつき、「保険料は、被保険者が保険給付を受け得る
ことに対する反対給付として徴収されるものである」との強制徴収の根拠が喪
われるので、強制徴収したことは、過去に遡及して違法となる。
　賦課方式にはこのような問題があるので、本来、年金の保険料については、
将来の自己の年金給付の原資とされるために保険料を納付することとして設計
されている積立方式が望ましいのではないかと考えられる。
　しかし、賦課方式を積立方式に変更するためには、多額の財政負担を要し、
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不可能であろう。今後も賦課方式で運営されていかざるを得ないとしても、年
金制度がある以上、給付反対給付の関係を維持するために、保険料を払い続け
てもらうことが、年金制度が合法であり続けるための絶対条件である。
3　年金二階部分の問題として、所得比例的な保険給付の是非
（1）2 階部分は、保険料、年金給付額とも、被保険者であった全期間の平均標
準報酬額に連動する。
　本稿では老齢厚生年金のみ取り上げる。
　厚生年金保険法
　42 条　老齢厚生年金は、被保険者期間を有する者が、次の各号のいずれに
も該当するに至ったとき、その者に支給する。① 65 歳以上であること、
②保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期間が 25 年以上であ
ること
　43 条
　　 老齢厚生年金の額は、被保険者であった全期間の平均標準報酬額（被保険
者期間の計算の基礎となる標準報酬月額と標準賞与額に、別表各号に掲げ
る受給権者の区分に応じたそれぞれ当該各号に定める率（再評価率）を乗
じて得た額の総額を、当該被保険者期間の月数で除して得た額）の 0．
548％に被保険者期間の月数を乗じて得た額とする。
　　 （再評価率は、物価変動を勘案する率として、古い時期ほど大きい数字と
なる。）
　81 条
　　① 政府は、厚生年金保険事業に要する費用（基礎年金拠出金を含む。）に
充てるため、保険料を徴収する。
　　② 保険料は標準報酬月額及び標準賞与額にそれぞれ保険料率を乗じて得た
額とする。
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　82 条
　　① 被保険者及び被保険者を使用する事業主は、それぞれ保険料の半額を負
担する。
（2）年金二階部分と三階部分は、所得（報酬）によって保険料が変わり、受取
額も加入期間の平均報酬額によって変わる、「所得比例」年金であるが、保険
料の「所得」による不平等と、年金額の「所得」による不平等は正当化できる
であろうか。
ア　保険料が所得（報酬）に応じて変動し、年金給付額も、就業中の平均報酬
額に応じて変動するという「所得比例」年金は、自己の支払った保険料の額に
応じて自己の年金給付額が決まってくるというように、自己がかけた保険料の
額と自己の年金給付額が相応している点が、保険原則である給付反対給付相等
の原則と類似しており、制度の正当性をアピールする点があるようにみえる。
　社会保険としては、保険料と保険給付を受け得ることとの間に、給付反対給
付の関係があることが必要であるが、そのために所得比例であること、すなわ
ち、強制徴収される保険料と保険給付額が所得（報酬）に応じて決められるこ
とが必要であり、正当であると言い得るかが問題となる。
　正当であると言い得るためには、強制徴収される保険料が「所得比例」であ
ることは、保険料を徴収される人の負担に不平等性はないのかということを検
討する必要がある。そして、年金給付額が、就業中の平均報酬額に応じて変動
するという「所得比例」であることは、年金受給者に不平等な給付を行うこと
となるが、保険料と保険給付には給付反対給付の関係があるため、保険料を所
得（報酬）に応じて支払っていることに対応し、年金給付額は、就業中の平均
報酬額に応じて決まるという「所得比例」となることは、必要であるとして正
当化されるのかを、以下、検討する。
イ　保険料が所得（報酬）に応じて変動することの正当性
　厚生年金保険の保険料は、被用者と事業主が、被用者の報酬額を基準として、
保険料を支払っている（法 81 条、82 条）。
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　被用者と事業主が、厚生年金の保険料の負担者とさせられていることの根拠
には、複数の説があるが、最も大きな理由は、被用者の受領する賃金が被用者
の、被用者に賃金を支払っていることが事業者の、厚生年金の保険料支払いの
負担能力を示すものととらえることができるために、賃金受領者である被用者
と、賃金支払者の事業主が、厚生年金の保険料の負担者となっていることの根
拠になっていると考えられる。
　この点、横浜地判平成 2 年 11 月 26 日判タ 765 号 185 頁は、「国民健康保険
における保険料の負担については、それが強制加入の社会保険であることや、
相扶共済・社会福祉の理念から、応能負担の原則を無視することはできないが、
他方、それが保険理論に基づく医療保険であることから、保険料と保険給付の
対応関係にも配慮した応益負担の原則によるべきことも、また当然であり、こ
の関係で、受益の程度からかけ離れた応能負担に一定の限界を設けるため、保
険料に最高限度額を定めることには、合理的な理由がある。」として、応能負
担と応益負担が保険料負担の根拠だとしている。
　健康保険と年金と社会保険として共通に理解できるとすれば、上記判例から
は、年金の保険料を強制的に徴収できる根拠として、応益負担と並んで、応能
負担を理由とすることができると言える。
　最判平成 18 年 3 月 1 日も、「国民健康保険料に憲法 84 条の租税法定主義の
適用はないが、市町村の国民健康保険は強制加入とされ、保険料が強制徴収さ
れ、賦課徴収の強制の度合いにおいては租税に類似する性質を有するものであ
るから、これについても憲法 84 条の趣旨が及ぶと解すべきである。」として
いるところであり、担税力を示すところに租税を課すという課税の趣旨が、社
会保険の徴収にも及び、年金の保険料を強制的に徴収できる根拠として、応能
負担を理由とすることができると言える。
　このように、年金の保険料を報酬額を基準にするのは、賃金の受領及び賃金
の支払いが、負担能力を示していることから、負担能力のあるところから、保
険料を強制徴収していることによると考えられる。
　したがって、強制徴収される保険料が「所得比例」であることは、保険料徴
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収が応能負担によるものであることの帰結であることから、保険料が「所得比
例」であることは徴収される人の間での不平等性を認めることはできないと考
えられる。
ウ　年金給付額が、就業中の平均報酬額に応じて変動するという「所得比例」
であることによる、年金受給者の間での不平等の問題
　厚生年金の保険給付額が、被保険者であった全期間の平均標準報酬額を基準
としている（厚生年金保険法 43 条）のは、被保険者であった全期間に支払っ
た保険料の額を基準とすることが、自己の負担とリターンを見合うものにする
ことで、適切と考えられたのであろう。
　自分の保険料の額が、自分の報酬と連動して、差を設けられることとするこ
とは、人によって負担額に差が設けられることとなるが、自分の報酬と連動し
て年金給付額が変動することは、受給者の間に差別を設けることになる。
　社会保険は、保険料と保険給付に、給付反対給付の関係があるため、保険料
である保険料が所得（報酬）に応じて変動していることから、年金給付額が、
被保険者であった全期間に支払った保険料の額を基準とすることにより、自己
の負担とリターンを見合うような形にすることが、年金制度として必然的なの
かどうかを検討する。
　検討の基本となるのは、最判平成 18 年 3 月 1 日であり、健康保険の保険料
の強制徴収は租税ではなく、被保険者に保険給付を受け得ることに対する反対
給付として徴収されるものだとしていることからは、強制徴収と給付の関係は、
社会保険では租税とは異なって、徴収と給付を別個独立のものとしてとらえる
ことはできず、給付反対給付の関係にあるということが基本的性質であり、そ
のことに保険料の強制徴収の根拠も求められる。
　しかし、「給付反対給付均等の原則（加入者の給付する保険料は、その偶然に
受け取ることのあるべき保険金の数学的期待値に等しい）も、社会保険におい
ては、平均保険料方式、応能保険料負担、事業主負担、公費負担等の手法を用
いて、国民の生活保障という社会保障の目的に沿った扶助原理ないし扶養原理
によって修正され、保険料の強制徴収と保険給付を受け得ることとの関係は、
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等価交換の関係に立たず、最判平成 18 年 3 月 1 日は、「国保料は、被保険者に
保険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収されるものである。市に
おける国民健康保険事業に要する経費の約 3 分の 2 は公的資金によって賄われ
ているが、これによって、保険料と保険給付を受け得る地位とのけん連性が断
ち切られるものではない。」とするが、保険料の強制徴収と保険給付を受け得る
こととの関係は、相当に緩い連関も認めるのが判例の趣旨であると考えられる。
　しかし、最判平成 18 年 3 月 1 日の趣旨が、上記のように保険原理（給付反
対給付均等の原則）が修正されてなお残る保険原理の中核的な部分は、「保険
料は、被保険者が保険給付を受け得ることに対する反対給付として徴収される
ものである」ということにあるとされているが、給付反対給付均等の原則の等
価交換性が、どの程度まで緩められているのかは、「保険料と保険給付が給付
反対給付の関係に立つこと」の文言解釈によって、結論が出て来るものではな
い。
　給付反対給付均等の原則の等価交換性が、国民の生活保障という社会保障の
目的に沿った扶助原理ないし扶養原理によってどこまで修正できるのかという
ことの実質的な検討により、許される修正の範囲であると考えられる場合に、
「保険料と保険給付が給付反対給付の関係にある」ことが成り立っていると考
えられる。
　国民の生活保障という社会保障の目的に沿った扶助原理ないし扶養原理によ
って修正できる範囲の検討として、年金給付額が、就業中の平均報酬額に応じ
て変動するという「所得比例」であることによる、年金受給者における年金給
付額の不平等が、国民の生活保障のための扶助原理ないし扶養原理の下で正当
化されるのかを検討する。
　年金給付額が、就業中の平均報酬額に応じて変動するという「所得比例」年
金であることは、就業者に社会階層が存在し、就業中の所得の低い人は、就業
終了後の老後においても、低い生活費で生活するライフスタイルが身について
おり、就業中の所得の高い人は、就業終了後の老後においても高い生活費で生
活するライフスタイルが身についているので、自分のライフスタイルを老後も
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続けていくことを可能にするためには、年金給付額が、就業中の平均報酬額に
応じて変動するという「所得比例」年金であることが望ましいという考え方に
整合的である。
　しかしこのような考え方は、所得の高い層と所得の低い層との社会階層が存
在することを前提とし、社会階層の固定化を是認し、年金制度はそれを後押し
することに奉仕すべきであるという考え方であり、所得比例の年金制度の原型
ができた 19 世紀ドイツの社会では社会体制維持のために必要な考え方かもし
れないが、個人の人権と平等を理念とする日本国憲法に整合的な考え方とは言
えないであろう。
　個人の人権と平等を理念とする憲法の下での制度である年金制度が、社会階
層の存在を前提とし、社会階層の固定化を後押しすべきであるという考え方に
整合的なものであることは好ましくないと言わざるを得ないのではないか。
　老後の年金給付は、老後に必要な生活費を賄うことができるようにするため
に給付されるのがその目的である。就業終了後の老後の生活のために必要とな
るお金は、過去の就業中の所得とは相関性は有しないと考えられる。
　年金制度が、老後に必要な生活費を賄うことができるようにするために給付
されることを主な目的としていることからは、老後の生活費は、加入期間と、
平均報酬額によって変動するものであるとは言えないことから、年金給付額が
所得比例的であることは、制度目的からは、好ましくないと言うべきである。
エ　伊藤正己・憲法［第 3 版］379 頁（弘文堂、1995）は、「憲法 25 条 1 項は、
「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」と定め、
さらに、2 項は、「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及
び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」とうたっている。これは、
1 項で、社会権の理念に基づいて国民の生活面に対し生存権という権利を国民
に保障すると同時に、その権利の実効化のためには国の積極的対応が必要であ
ることから、2 項で、国にその責務を果たすべきことを命じたものである。」
とされていることを、社会保障についてのみ抜き書きすると、「憲法 25 条 2
項は、生存権の実効化のために、国が社会保障について積極的対応をする責務
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を命じたものである。」ということである。
　この考えにしたがえば、憲法的な価値の実現から見れば、社会保障を構成す
るところの社会保険制度において保障すべきものは、健康で文化的な最低限度
の生活を実現することにある。
　したがって、所得比例的な給付を実現することにより、健康で文化的な最低
限度の生活を実現することを上回る給付を行う部分は、社会保障を構成すると
ころの社会保険制度において中核的に保障すべきものにはあたらないというこ
とができると考える。
　所得比例的な年金給付を得たいという個人の希望は当然に存在すると考えら
れるが、それは、社会保障として取り上げるべきニードではなく、国家が関与
する社会保障の外で、私保険である生命保険に年金保険料を支払い、年金給付
を受けることを希望する個人の選択として、扱うべきである。
　以上から、老齢の者に対し、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を直
接的に保障する年金給付においては、給付額は、就業期間中の報酬水準に左右
されることなく、一律の金銭水準による給付とすべきである。
　年金給付額を、就業期間中の報酬水準に左右されることなく、一律の金銭水
準による給付とする場合にも、自己が法定された保険料を納めたことの結果と
して、年金給付が行われるのであるから、「保険料と年金給付が給付反対給付
の関係にある」と言うことができる。
　したがって、保険料である保険料が所得（報酬）に応じて変動していても、
年金給付額は一律給付であっても、給付反対給付の関係を満たすものとして、
社会保険として許されると考えられる。
オ　保険料である保険料が所得（報酬）に応じて変動していても、年金給付額
は一律給付にする場合の問題点は、保険料である保険料が所得（報酬）に応じ
て変動して多く徴収を受けている人にとって、年金給付額が一律給付であるこ
とが、公平感を満たすことができるかという点が問題点となろう。
　年金給付額は一律給付としたとき、保険料である保険料が所得（報酬）に応
じて変動して多く徴収を受けている人にとって、年金給付額が一律給付である
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ことが、公平感を満たすことができないときには、公平感を充足するまで保険
料である保険料が所得（報酬）に応じて変動する幅を減少させていくことを検
討すべきであろう。
　国民健康保険料についての判決例であるが、横浜地判平成 2・11・26 は、
「国民健康保険における保険料の負担については、それが強制加入の社会保険
であることや、相扶共済・社会福祉の理念から、応能負担の原則を無視するこ
とはできないが、他方、それが保険理論に基づく医療保険であることから、保
険料と保険給付の対応関係にも配慮した応益負担の原則によるべきことも、ま
た当然であり、この関係で、受益の程度からかけ離れた応能負担に一定の限界
を設けるため、保険料に最高限度額を定めることには、合理的な理由がある。」
とする。
　この判決を参考にすれば、年金給付を一律にするときにも、保険料の支払額
と、保険給付である年金の金額があまりにかけ離れたものとならないように、
一定の限界を設けることの必要性を検討すべきだと考えられる。
　これらの、自分の保険料の額、会社の保険料の額の合理性の議論は、憲法上
の価値に整合性のあるベターレギュレーションの観点からの議論であり、年金
を基礎年金に一元化して付加給付は認めないこととし、上乗せ部分は、民間の
生命保険に委ねることの方が、現行制度よりも、憲法上の価値に整合するので
はないかと考えられる。
　結論として、2 階部分の強制徴収されている保険料については、上記の受益
の程度からかけ離れた応能負担に一定の限界を設けることの検討の結果により、
社会保険として強制徴収される部分と、社会保障の外で、個人の選択として民
間生命保険に対して年金保険料を支払う部分に切り分けられるべきである。
　そして、老齢の者に対し健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を直接的
に保障する年金給付においては、給付額は、就業期間中の報酬水準に左右され
ることなく、一律の金銭水準による給付とすべきであることから、年金を基礎
年金に一元化して付加給付は認めないこととする方が、憲法上の価値に整合性
のある制度となると考えられる。
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　加入期間の平均報酬額によって、保険料と保険金額が変動する仕組みの制度
は、私保険に移して生命保険とされるべきであり、そこにおいては、保険料と
保険金額を選択できる年金保険として、加入期間の平均報酬額によって、保険
料を定め、給付反対給付均等の原則（加入者の給付する保険料は、その偶然に
受け取ることのあるべき保険金の数学的期待値に等しい）の下で、所得比例的
な年金給付を受け取ることとすることが適切である。
4　年金三階部分の問題として、独立した小規模な年金を設けることの是非
　年金三階部分には、旧厚生年金保険法による厚生年金基金、確定給付企業年
金法に基づく確定給付企業年金、確定拠出年金法に基づく確定拠出年金がある。
（1）厚生年金基金と確定給付企業年金
　被用者と企業がともに保険料を支払うのは、厚生年金基金と確定給付企業年
金であり、これらを先に論ずる。
　厚生年金基金が先行する制度であり、その後に確定給付企業年金制度が作ら
れているが、厚生年金基金と確定給付企業年金は、制度としての構造が共通し
ており、企業（事業主）の意思によって設立され、企業が設立することに決め
ると、従業員は、この年金制度への加入が強制される。これらは、いずれも積
立て方式の年金である。
　確定給付企業年金が厚生年金基金と異なるところは次の点である。
　① 厚生年金基金は、2 階部分の厚生年金の一部を代行して運用することがで
きるが、確定給付企業年金には、このような代行部分がない。
　② 厚生年金基金は保険料の負担額が、被用者と企業が折半であるが、確定給
付企業年金は保険料の負担が、内部規範の規約で定められる。
　③ 厚生年金基金は法人であるが、確定給付企業年金は、法人（基金型）と規
約型がある。
　厚生年金基金と確定給付企業年金に共通する問題は、組織のガバナンスが弱
いことであり、厚生年金基金と確定給付企業年金の基金型、規約型ともに、資
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産運用を信託会社、生命保険会社、投資顧問業者に委託するが、組織のガバナ
ンスが弱く、金融資産の管理能力に乏しく、資産運用の委託先へのコントロー
ルの度合いが低いという問題点があると考えられる。
（2）旧厚生年金保険法
　第 130 条　基金は、第 106 条の目的を達成するため、加入員又は加入員で
あつた者の老齢に関し、年金たる給付（以下「老齢年金給付」という。）
の支給を行うものとする。
　第 132 条　基金が支給する老齢年金給付は、政令の定めるところにより、
加入員の標準給与及び加入員であつた期間に基づいてその額が算定される
ものでなければならない。
　第 138 条　①基金は、基金が支給する年金たる給付及び一時金たる給付に
関する事業に要する費用に充てるため、掛金を徴収する。
　　 ③掛金の額は、政令の定めるところにより算定した額に、標準給与の額を
標準として算定するものとする。
　第 139 条　①加入員及び加入員を使用する設立事業所の事業主は、それぞ
れ掛金の半額を負担する。
（3）確定給付企業年金法
　第 8 条　基金は、実施事業所の事業主及びその実施事業所に使用される加入
者の資格を取得した者をもって組織する。
　第 36 条①　老齢給付金は、加入者又は加入者であったものが、規約で定め
る老齢給付金を受けるための要件を満たすこととなったときに、その者に
支給する。
　第 55 条①　事業主は、給付に関する事業に要する費用に充てるため、規約
で定めるところにより、年 1 回以上、定期的に保険料を拠出しなければな
らない。
　　 ②　加入者は、政令で定める基準に従い規約で定めるところにより、年 1
回以上、定期的に保険料を拠出しなければならない。
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　これらは、給付額が制度資産の利回りに直接基づかず、加入者の勤務期間や
給与などの要素に基づく計算式によって規定される年金制度であり、適切な年
金数理に基づいた積立てが必要とされる。
　厚生年金基金と確定給付企業年金は、積立て方式の年金であるため、構成員
から集めた掛金（保険料）を資産運用することが必要である。
（4）厚生年金基金に対する批判
　厚生年金の基金の資産運用に対し行われたＡＩＪ投資顧問株式会社による金
融詐欺事件の顛末は、厚生年金基金と確定給付企業年金が独自に資産運用を行
うことが極めて困難であることを明らかにしたものである。
　ＡＩＪ投資顧問会社による金融詐欺事件は、同社が資産運用の失敗で喪失し
ながら、資産運用で成功していると称して、2011 年 3 月までに、全国 94 の厚
生年金基金から集めた約 1458 億円の大半を喪失させ、94 の厚生年金基金に約
1092 億円もの損害を与えた。同事件では、厚生年金基金らが、ＡＩＪ投資顧
問会社に騙されていることが、証券取引等監視委員会の検査で発覚した。
　ＡＩＪ事件では、多数の厚生年金基金が詐欺被害にあったが、このような事
件に厚生年金基金が巻き込まれたのは、厚生年金基金は、ガバナンスが弱く、
金融知識が十分でない体制で資産運用を行っており、財産管理に十分な体制が
とられていないことによるものと考えられる。
　厚生年金基金は、伝統的商品（国内債券、海外債券、国内株式、外国株式）
とオルタナティブ商品につき、どのような銘柄の商品を選び、どのような比率
で違う類型の商品のパーセンテージをどうするかということを自己決定するこ
とが必要であるが、自ら商品を選定するための十分な能力を持っていない場合
が多く、事件当時、分散投資すべきであるとの企業年金連合会の助言に従い、
複数の金融商品を、他の基金の金融商品の選択を参考にして、選択して投資を
行っている。その結果として、他の基金と横並びで資産運用を行うような運用
形態となっていた。基金は小規模であるから、内部の事務局は少人数であり、
構成事業主で構成される資産運用委員会は、年金を設立した業界の人の集まり
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であることから、資産運用についての金融専門家ではないことから、金融知識
が十分とは言い難く、自力で投資選択をするために必要な経験・能力が十分と
は言えない場合が多い。
　ＡＩＪ事件では、資産運用業者（投資顧問会社）は、運用成績が悪くなると、
客が来なくなるから、自社の運用成績は良いと偽る詐欺を行った。この詐欺で
は、運用成績が良いと偽るために、良い運用成績であれば必要となる顧客への
配当を行うために、新たに勧誘した客の出資する金を既存の客の配当に回すこ
とによって欺いていた。投資顧問業者等の資産運用業者の中には、運用成績が
悪いときには虚偽の運用成績を顧客に報告したいという誘惑にかられ、顧客に
詐欺を働く場合があったのである。
　このような金融詐欺による被害を防ぐためには、自分の運用成績が良いと偽
ることを見破ることが必要であるが、公認会計士と共謀して虚偽の監査報告書
を作成する場合まであるため、詐欺を見破るためには、年金資産の運用を資産
運用業者に委託する担当者が、資産運用業者の中には、良い運用成績を報告し
たいという誘惑にかられて、詐欺をはたらく者がいる可能性を考えることがで
きることが必要であり、年金資産の運用を行うためには、そういう判断能力を
持つ金融専門家が必要である。
　ＡＩＪ事件では、偽る自己の運用成績について虚偽の説明を行っていると、
被害者側の厚生年金基金では見抜けなかったために、詐欺を防げなかった。Ａ
ＩＪ事件で、詐欺者の刑事責任が問われた以外に、誰の責任も認められること
はなく、約 1092 億円もの損失は基金の自己責任とされたことから、受給者へ
の年金給付ができなくなるという損害について救済されることはなく泣き寝入
りすることとなり、すべては年金受給者の損害となったものである。
　損失は基金の自己責任とされ、詐欺者以外の誰の責任も認められなかったこ
とは、このような事故が起きても、しょうがないという整理が社会的になされ
たということを意味するとすれば、厚生年金基金には金融詐欺を防ぐために必
要な装置が制度的にビルトインされていないことから、この種の金融詐欺によ
る被害は、厚生年金基金制度のある限り、今後も起きる可能性がある。
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　厚生年金基金と同じく、確定給付企業年金も、小規模の年金資産の運用を不
十分な体制のまま行わせる仕組みである点で、確定給付企業年金においても、
この種の金融詐欺による被害は、今後起きる可能性がある。
　以上のことは、小規模の年金資産の運用を不十分な体制のまま行わせる仕組
みを放置しておくことは適切ではないことを明らかにしていると考えられる。
　年金三階部分の問題として、独立した小規模な年金を設ける制度を存置して
おくのは妥当でなく、金融専門家がいて、金融詐欺による被害を免れるレベル
の資産運用体制を持っている民間会社の責任において資産運用を行うことが適
切であり、これらの小規模な年金が有している積立金については、民間の年金
保険に移すことが相当と考えられる。
（5）確定拠出年金
　確定拠出年金は、積立方式であるため、拠出され、積み立てられた保険料に
ついて資産運用を行い、運用の結果が年金額となる。拠出するべき保険料があ
らかじめ規約に定められており、制度変更をしない限り、追加的な拠出をしな
い。
　米国では、会社の退職金政策として、従業員に退職金を自分で運用させると
き、保険料として拠出される金銭についての課税の繰り延べという税制上明確
なメリットを与えるとともに、転職の際これを持っていけるというポータビリ
ティを持たせる制度があり、これを参考に確定拠出年金は作られた。
　確定拠出年金には、企業型年金と個人型年金があり、企業型年金は、企業が
保険料を出し、被用者が運用の指示を行う。個人型年金は、被用者が保険料を
出し、被用者が運用の指示を行う
○確定拠出年金法
　第 3 条（企業型年金の規約の承認）
　　 厚生年金適用事業所の事業主は、過半数で組織する労働組合等の同意を得
て、規約を作成し、厚生労働大臣の承認を得る。
　第 9 条（企業型年金加入者）
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　　 実施事業所に使用される厚生年金保険の被保険者等は、企業型年金加入者
とする。
　第 19 条（事業主保険料及び企業型年金加入者保険料）
　　 事業主及び企業型年金加入者は、規約で定めた保険料を拠出する。（企業
型年金では通常、事業主のみが保険料を拠出する）
　第 25 条（運用の指図）
　　 企業型年金加入者等は、企業型年金規約で定めるところにより、積立金の
うち当該企業型年金加入者等の個人個人別管理資産について運用の指図を
行う。
　第 55 条（個人型年金の規約の承認）
　　 国民年金基金連合会は、個人型年金に係る規約を作成し、厚生労働大臣の
承認を得る。
　第 62 条（個人型年金加入者）
　　 国民年金被保険者又は厚生年金保険被保険者は、連合会に申し出て加入者
となれる。
　第 68 条（個人型年金加入者保険料）
　　個人型年金加入者は、保険料を負担する。（事業主は負担しない）
（6）確定拠出年金における問題
　企業型年金は事業主が、個人型年金では国民年金基金連合会が、運営管理業
務については、確定拠出年金運営管理機関に委託することができることとされ、
運用関連業務もここが行い、運用方法の選定（商品のラインナップ）を行うに
際しては、資産の運用に関する専門的な知見に基づいて行うこととされ、加入
者等が自己責任で商品を選定することとされている。厚生年金基金や確定給付
企業年金のように、基金自体が受託者として資産運用を行うという仕組みでは
ない。
　しかし、商品選定は自己責任とされ、加入者が商品選定を行うための商品ラ
インナップの作成は、資産の運用に関する専門的な知見に基づいて行うことと
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されているが、商品ラインナップから評判の悪い商品をはずそうとしても、そ
の商品の残高保有者がいる限り、その全員の同意がないと、商品ラインナップ
からはずせないこととなっており、機動的に優良商品を選別して加入者等が問
題のあり得る評判の悪い商品を選択する危険を回避できる仕組みになっていな
いという問題がある。
5　年金三階部分を社会保障の外へ出すことについて
　年金一階部分の国民年金と二階部分の厚生年金は一元化されているので、制
度が分立しているのは、三階部分の企業年金と年金払い退職給付の部分である。
　三階部分は、公的年金ではなく、会社独自の年金制度であるとして、法で、
規制する必要はなく、基本的に、民間個人年金保険で代替させていくことを検
討すべきではないかと考えられる。
　三階部分のうち、厚生年金基金と確定給付企業年金による年金給付は、保険
料に応じた所得比例的な上乗せ保険給付となっており、所得比例的な保険給付
は個人の選択の問題であるから、社会保障から切り離し、民間団体保険に移行
するのが適切ではないかと考えられる。
　この場合、現行三階部分の保険料には、被用者保険料と事業主保険料がある
ところ、この双方を、民間団体保険に移行することが可能かどうかが問題とな
る。社会保障から切り離すことは、保険料の強制徴収制度をはずすことを意味
するが、事業主保険料や被用者保険料の支払いが、移行後も確保されるかが問
題となる。
　しかし、三階部分は、事業主が年金制度を設けることの意思に基づいて存在
する制度であり、事業主保険料の支払いは、民間団体保険に移行した後も、事
業主が年金保険を維持することの意思が継続することが期待でき、事業主保険
料の支払いは期待できる。また被用者保険料は、事業主が給与決定に際し、被
用者保険料の負担を考えて設定するものであるので、事業主が年金保険を維持
する意思が継続することが期待できることから、被用者保険料の支払いも、民
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間団体保険に移行した後も、確保されることは期待できる。
　一方、確定拠出型年金については、事業者の退職金政策として保険料を拠出
したり、従業員が自己の資金を出して年金として積み立てる制度であって、保
険料の強制徴収による社会保険としての性格が弱く、民間生命保険に極めて類
似し、ただし税制面での優遇措置があり、米国制度にあるような保険料の課税
の繰り延べという明確なメリットを与えることを目標にした制度であることに
特色があることから、社会保障から切り離し、民間の年金保険と同等の競争条
件で、存置させていくべきではないかと考えられる。
　確定拠出年金は、企業型年金は事業者の退職金政策の色彩が強く、個人型年
金は個人年金の色彩が強いことから、企業型年金は、民間団体生命保険と競合
する形で、社会保障の外で存続させるのが適切であり、個人型年金は、民間年
金保険と競合する形で、社会保障の外で存続させるのが適切と考えられる。
第 4　健康保険事業
　健康保険事業についての現行制度は、国民健康保険、全国健康保険協会管掌
健康保険（協会けんぽ）、健康保険組合という制度が分立している状態にある。
1　健康保険における自己負担（一部負担金）の制度
（1）制度概要
　健康保険法 74 条
　　 63 条 3 項の規定により保険医療機関又は保険薬局から療養の給付を受け
る者は、その給付を受ける際、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該
給付につき第 76 条 2 項又は 3 項の規定により算定した額に当該各号に定
める割合を乗じて得た額を、一部負担金として、当該保険医療機関又は保
険薬局に支払わなければならない。
　　70 歳未満　3 割
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　　70 歳以上　2 割（報酬が一定限度を超える場合除く）
　　 75 条の 2 で、災害その他の特別の事情のある被保険者については減免措
置ができる。
　公的医療保険は、健康保険や共済組合、国民健康保険などがあるが、どの被
保険者も医療機関の窓口での負担割合は同じになっている。
（2）一部負担金は何のためにあるのか。
　立法関係者や学説、裁判例が制度趣旨としてあげてきたものは、
　 ①濫診濫療の抑制、②医療費の抑制、③保険料負担の軽減、④財政収支の安
定、⑤衡平ないし公平（給付を受けることのない者に負担の公平感覚を満足
させる）である。
　一部負担金が原則一律 3 割とされていることからは、基本的には、過剰診療
を抑制する手段であることに趣旨があり、併せて医療費の抑制、給付を受ける
ことのない者に負担の公平感覚を満足させることも趣旨としてあるが、70 歳
以上については、2 割負担としていることからは、一部負担金の目的には自己
負担の軽減の趣旨もあると考えられる。
　高額療養費制度が後払いであること、健康保険組合で行われている付加給付
として一部負担金還元も後払いであることは、過剰診療を抑制する機能を害さ
ないために行っているとみられる。
（3）医療保険の自己負担部分は拡大すべきか。
　医療費増大に対する保険財政上の制約からは、社会保険の適用割合を下げる
圧力がかかり、また、自己負担による過剰診療を抑制する効果の点からは、自
己負担割合は上げていくべきである。
　しかし、患者の自己負担割合の引き上げは、患者の負担能力を超過しないよ
うに行う必要があり、個人の医療費の負担総額の軽減を図る高額医療費制度と、
セットで議論されるべき問題となると考えられる。
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2　健康保険事業における後期高齢者支援金など保険間の資金移動の問題
（1）老人医療費をめぐって、保険財政間で調整するのは、ある保険に属する人
の保険料が、保険者間で移転されて、他の人の属する保険者の行う医療費支払
いに充てる点で、違法ではないかということが議論される。
　75 歳以上の後期高齢者については、後期高齢者医療制度が設けられ、保険
者間で医療費を調整するために、被用者保険（協会けんぽ、健康保険組合）と
国民健康保険から、後期高齢者医療制度として全市町村が参加する広域連合に
対し、後期高齢者支援金が交付される。
　65 歳から 74 歳の前期高齢者についても、被用者保険ＯＢが退職後国民健康
保険に加入することに対して、保険者間で医療費を調整するために、実質的に
被用者保険（協会けんぽ、健康保険組合）から国民健康保険に対し出捐を行う
財政調整が行われている。
　このように、協会けんぽ、健康保険組合や国民健康保険に過去属していたが、
現在は属していない人の医療費に充てるため、他の保険に属していた人の保険
料を、医療費の支払いに充てることがなされている。しかし、協会けんぽ、健
康保険組合や国民健康保険に属している人が納付した保険料を原資とする金銭
が、他の保険に移転されて、他の保険の行う医療費の支払いに充てられている
ことは、保険料の支払いが保険給付に充てるために行われていることからみて、
違法の問題を生じないかが問題とされる。
（2）この問題につき、後期高齢者医療制度を創設する立法関係者は、後期高齢
者支援金について、①老人保健制度から後期高齢者医療制度への移行により、
老人保健制度を免れる、②そもそも高齢者を現役世代の加入する医療保険制度
の「被保険者としないという観点からは、医療給付を免れるという意味で、受
益に対する負担という性格もある。」と説明した。
　これに対しては、老人保健拠出金を免れるという説明は、従来の制度におけ
る負担が当然のものであるならば成立するが、当然といえないならば「免れ
る」という説明は不適切ではないか、また、「医療給付」を免れるという説明
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は、わずかな人数の後期高齢者を抱えている保険者に対しての説明としては成
り立たないのではないという理由から、「各保険者を媒介にした租税である」
と解する見解があり、「保険料の租税化」という観点から、老人保健拠出金な
どの拠出金が法律でなく政省令で定められていることが租税法律主義に反する
という批判がある。
（3）加藤智章教授は、「社会保険における強制加入の一考察」社会保険の法原
理 123 頁（法律文化社、2012）で、次のように論じる。
　「健康保険の被保険者資格を取得することは、あくまでも健康保険に関する
費用負担を引き受けることを意味するのであって、後期高齢者支援金を負担し
なければならない資格を賦与されることを意味するのではない。したがって、
保険集団に加入する際、自分の所属する集団以外のために拠出金などを負担す
ることについての合意は存在しない。
　保険給付との牽連性があいまいである点では、現役世代の被保険者にとって、
保険料の名を借りた租税負担であるし、拠出した負担金の帰趨に関する情報が
明らかにされない点では、租税にも劣る負担である。」
　この議論の前提には、社会保険料の使われる範囲については、社会保険料を
支払った者の意思が影響するという議論があるように思われる。
　社会保険は、保険料支払いと保険給付が給付反対給付の関係に立つ保険契約
の締結が、法により強制されたものであることを基本的性格としていることか
ら、社会保険が有効に成立するためには、法律で、保険料支払いと保険給付が
給付反対給付の関係に立つ保険契約の締結することが強制されていることのみ
ならず、保険契約を締結することについての加入者と保険者側の双方の契約締
結に向けての意思が必要といえるかどうかの問題である。
　行政が法に羈束されて行う契約として水道契約を例として挙げるならば、水
道契約の締結を地方公共団体が強制されるという法形式がとられている（水道
法 15 条）。しかし、社会保険では、契約という法形式がとられておらず、法
律で、当事者の権利義務として規定されている。これは、当事者の意思表示が、
当事者の権利義務関係を基礎づけるという契約法理に代わって、法律の規定が
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当事者の権利義務関係を創出して、当事者の権利義務を基礎づけることとされ
ていることを示している。
　したがって、保険料支払いと保険給付が給付反対給付の関係に立つ社会保険
契約の成立要件として、保険契約を締結することについての加入者と保険者側
の双方の契約締結に向けての意思が必要というための法律上の根拠は存在せず、
この議論を論証することには困難がある。
　しかし、法律が、自分の保険事故の財源として使われる以外のために使うこ
とを定めることが認められるならば、健康保険料を例えば道路財源として使わ
れることが許されるかと言えば、許されないであろう。それは、上記の「保険
集団に加入する際、自分の所属する集団以外のために拠出金などを負担するこ
とについての合意は存在しない。」ということがまさしくあてはまるように思
われるので、その意味では合意の存在を必要とする議論は一定の有効性がある
ように思われる。
　それでは、自分ではなく、他者の健康保険給付の財源として使われることが
認められるかと言えば、同様に許されないと言い切るのは難しい。
　他者の保険事故の財源として使われることについて、「保険集団に加入する
際、自分の所属する集団以外の他者の健康保険給付の財源として使われるため
に拠出金などを負担することについての合意は存在する。」と言えるならば、
医療給付に使われる目的として医療保険料の納付が行われることと整理するこ
とはできるだろう。合意が存在するとの主張を明確するために、医療保険で徴
収される保険料は、医療給付に使われるという目的税とする方法も考えられる。
（4）この問題は、健康保険組合や協会けんぽという保険に属する加入者が支払
った保険料が、当該保険の保険給付に使われずに、後期高齢者支援金に使われ
るということが、最判平成 18 年 3 月 1 日がいうところの「健康保険の保険料
の強制徴収は租税ではなく、被保険者に保険給付を受け得ることに対する反対
給付として徴収されるもの」であることに反しているかどうかの問題であると
考えられる。
　社会保険では、給付反対給付均等の原則（加入者の給付する保険料は、その
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偶然に受け取ることのあるべき保険金の数学的期待値に等しい）の等価性が、
国民の生活保障という社会保障の目的に沿った扶助原理ないし扶養原理によっ
てどこまで修正できるのかということの実質的な検討により、その許される修
正の範囲で、「保険料と保険給付が給付反対給付の関係にある」ということが
言い得ると考えられるので、健康保険組合や協会けんぽという保険に属する加
入者が支払った保険料が、当該保険の保険給付に使われずに、後期高齢者支援
金に使われるということが、国民の生活保障という社会保障の目的に沿った扶
助原理ないし扶養原理によるものとして許容しうるのかということの実質的な
検討により、決められる問題であると考えられる。
　その観点からは、協会けんぽ、国民健康保険事業、健康保険組合、後期高齢
者医療制度をすべて統合すれば、後期高齢者支援金という媒介なしに、一つの
保険集団の中で、「保険料と保険給付が給付反対給付の関係にある」というこ
とが実現されるので、このことの問題は生じない。
　このような問題があるのは、技巧的に保険集団を分けて、制度を分立させて
いることによって、制度間の対立と摩擦を招いているのではないかと考えられ
る。このような観点からは、制度を統合して一体化し、そのことによって制度
を安定させるべきことを示しているのではないかと考えられる。
第 5　医師の社会保険診療報酬決定に果たしている役割と利
益相反性の存在、それに対する控制として各医師の診
療報酬請求に限度額を設定することによる総量規制制
度を設けることの提案
1　医療保険の対象となる診療の範囲について
　医師の治療行為と薬局の薬剤給付すべてを医療保険の対象としなければなら
ないという考え方があるかもしれない。
　しかし、イギリスのＮＨＳの給付の対象と、日本の医科診療報酬点数表の診
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療の対象範囲は異なるようであり、税金で運営されるイギリスのＮＨＳの給付
の対象の範囲に比べ、日本の医科診療報酬点数表による診療の範囲は相当に広
く、有効必要な診察治療について、ほぼ満足すべき水準に達していると言われ
る。
　保険者の保険の範囲の設定により、医師の治療行為と薬局の薬剤給付のうち、
医療保険の対象となるものと対象とならずに自由診療の対象となるものとの両
方があるのであり、両者の適切な線引きについては、検討されていくべき問題
である。
　医療保険の適用の範囲を、税金で運営されるイギリスのＮＨＳの給付の対象
の範囲などと比較し、日本の医科診療報酬点数表の対象範囲を、有効必要な診
察治療と言えるかどうか、再検討していくことは必要と考えられる。
　そのことの検討を通じ、医師による診察医療行為について、医療保険が適用
されるべき診察医療の領域と、それ以外の診察医療について、民間生命保険に
よって費用負担がカバーされる自由診療契約による診察医療の領域が、それぞ
れ適正に形成されていくことが望まれる。
2　健康保険事業における保険事故の認定とそれに要した費用の査定の権限の
所在
（1）医療保険は、保険である以上、保険事故が発生したとき、はじめて保険適
用があると考えられる。保険事故が発生したかどうかは、保険であるから、客
観中立的な判断であることが必要であり、その判断は患者の主観的判断にゆだ
ねられているのではない。一次的には医師による診療内容の医学的判断により
決定され、診療行為の結果、診療報酬が請求され、二次的には、診療報酬の審
査・支払権者である社会保険診療報酬支払基金等が判断している。
（2）診察治療をするときに、何が必要な医療かという判断は、患者が判断する
ときと、医師が判断するときとでは異なってくる場合があると考えられるが、
「患者が、必要な医療行為と考えるが、医師が必要でなく過剰な医療と判断す
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るもの」は、保険事故の範囲外であるから、医療保険の適用を受けることはで
きない。
　保険医療の給付を受けようとする者が、診察を受けようとするときは、保険
医は、医師法 19 条により、診察を拒めず、その限りで保険事故の発生につい
ての医師の判断は排除されているが、診察に基づく治療や薬剤の給付について
は、医師の治療の給付の必要性の判断が入るので、医師の保険事故の発生の判
断が存在している。
　したがって、医師が必要でなく過剰な医療と判断するものの診療ないし医療
の給付を受けようとするときは、保険適用にはならないので、診察治療費につ
き自己負担か、あるいは民間の生命保険会社と生命保険契約を締結しておくこ
とによって、その費用を賄う必要がある。
（3）　以上のことについての現行法規上の規制は次のとおりとされている。
　健康保険法第 63 条は、診察、治療等の療養の給付を受けようとする者は、
厚生労働大臣の指定を受けた保険医療機関のうち、自己の選定するものから、
給付を受けることを規定する。
　保険医療機関及び保険医療養担当規則
　第  2 条の 4 　保険医療機関は、その担当する療養の給付に関し、健康保険
事業の健全な運営を損なうことのないよう努めなければならない。
　第  12 条 　保険医の診療は、一般に医師又は歯科医師として診療の必要があ
ると認められる疾病又は負傷に対して、適確な診断をもととし、患者の
健康の保持増進上妥当適切に行われなければならない。
　第  19 条の 2 　保険医は、診療に当たっては、健康保険事業の健全な運営を
損なう行為を行うことのないよう努めなければならない。
　以上の規定から、保険医が健康保険が適用される診療の内容を決定し、診療
の結果報酬請求を行うことが、健康保険事業における保険事故の認定とそれに
要した費用の第一次的決定となっている。
（4）過剰な医療給付の要求の例として問題視されている救急車の呼び寄せ行為
については、医療保険の適用についての医師の判断権限の対象とすることによ
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り解決すべきだと考える。
　解決方法は、①救急車の使用が公費負担であるのは妥当でなく、救急車の使
用の費用を有償とし、②救急車の使用の費用については、医療保険の対象とす
べきであり、医師によって事後的に、救急車の使用について医療保険の適用の
対象となるかどうかを、医師の保険事故の有無の判断によって、決すべきだと
考えられる。
（5）医師が健康保険の適用を判断することによって患者の健康保険の適用を受
ける権利を制限しないかという点を検討する。
　保険医が健康保険が適用される診療の内容を決定することは、医師の保険事
故の認定権限を認めることであるが、これに対して患者に、保険料を納付して
きたことの反対給付として保険給付を受けることに受給権性があるとするなら
ば、医師の健康保険を適用しないとの判断に行政処分性を認め、患者の不服申
立てや取消訴訟の提起を認めるとの考え方はあり得る。しかし、医師の健康保
険を適用しないとの判断に行政処分性を認めるのは困難であり、患者が医師に
対して、不服申立て等を行うことはできないと考えられる。
　参考となるのは、社会保険診療報酬支払基金の減点査定についての扱いであ
り、東京地判昭和 58 年 12 月 16 日判時 1126 号 56 頁は、「社会保険診療報酬
支払基金の審査委員会が療養担当規則に照らして不当と認める部分があるとき
は、その部分についていわゆる減点査定をして支払いを拒絶することができる
というべきである。」として、社会保険診療報酬支払基金が、保険医療機関等
の行った診療行為につき療養担当規則に適合するかに関しての実質的審査権を
有していると解しており、行政解釈も同様に解しているが、行政処分性につい
ては、最判昭和 53 年 4 月 4 日判時 887 号 58 頁が、「支払基金が保険医療機関
からの診療報酬請求に対して行ういわゆる減点の措置は、法律上、保険医療機
関の診療報酬請求権その他の権利義務になんら不利益な効果を及ぼすものでは
ないから、抗告訴訟の対象となる行政処分にあたらないと解すべきである。」
としている。
　医師の場合も、保険事故の発生を認めず、自由診療契約により診察治療した
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行為につき、医師は、自己の診療行為につき療養担当規則に適合した保険事故
に対応するものであるか、保険事故外に対応するかに関しての実質的審査権を
有しているが、医師の行為につき、抗告訴訟の対象となる行政処分にあたらな
いと解される。
3　診療報酬について利益相反性による弊害を防止することの必要性
　社会保険事業である健康保険事業の健全な発展を図るためには、診療報酬に
ついての利益相反性による弊害を防止することを検討することが必要である。
　すなわち、医療機関等によって行われる健康保険の診療報酬の請求が、健康
保険事業における保険事故の認定とそれに要した費用の査定として、中立公平
に行われることが、保険事業として必要である。
　健康保険事業における診療内容の決定と診療報酬の請求は、診察治療した保
険医によって行われ、診療報酬の審査及び支払いは、保険者の委託により、社
会保険診療報酬支払基金等が行っている。
　しかし、医師の診察治療行為は専門性が高く、その判断には、個々の医師に
高度の裁量性がある。
　専門性が高く、高度の裁量性のある診察治療行為については、社会保険診療
報酬支払基金が、中立公平な第三者として、健康保険事業における保険事故の
認定とそれに要した費用の査定を行うことは困難であり、診察治療した医師自
身の判断によって事実上診療報酬が決定されている。
　業務を行った者が、業務の報酬を決定することには、お手盛りの危険がある
と言われており、例えば、株式会社の取締役の場合には、お手盛りの危険を防
ぐため、報酬契約の締結は執行機関の業務であるにもかかわらず、株主総会の
決議によって決定することが要求されている（会社法 361 条）。
　利益相反行為の一般法理にあたると考えられる自己契約及び双方代理の規制
については、債務の履行にあたるか本人の許諾がある場合に限ってなしうると
されている（民法 108 条）。医師の行う診察治療行為のうち、ルーティン的な
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診察治療行為については、「債務の履行にあたる」とみることができると考え
られるが、それを除いた、専門性が高く、高度の裁量性のある診察治療行為に
ついて、その必要性を医師が事実上専権で判断し、診察治療行為を行い、その
診療報酬を医師が受領していることは、診療報酬を支払う保険者との間で利益
相反性があり、お手盛りの危険があると考えられる。
　このため、診療報酬を支払う保険者との間で利益相反性が存在し、お手盛り
の危険があることについて、そのことによる弊害を除去するような手立てを考
案し、有効必要な診察治療と言える範囲を医療保険の対象としながら、健康保
険の適用を限定するアプローチが必要である。
　お手盛りの危険は、第三者によるチェックでこれを排除していくことが必要
であり、現実に社会保険診療報酬支払基金がその役割を果たすべきこととされ
ているが、医師の医療に関する判断の専門性故に、そのチェックには限界があ
る。
　そのため、実効性あるチェックのために、医師ごとに健康保険適用の上限設
定をすることによって、「過剰診療を医療保険の対象外とし、健康保険の適用
を優先性の高い医療に集中させていくこと」を、以下に提言する。
4　各医師の診療報酬請求に限度額を設定することによる総量規制制度を設け
ることの提案
（1）利益相反性の存在に対する控制として、次のとおり、各医師の診療報酬請
求に限度額を設定することによる総量規制制度を設けることを提案する。
　各医師の保険医療の診察治療実績及び労働能力を勘案し、これに当該医師の
専門分野及び診察治療分野による健康保険の必要額の状況と、患者の罹患状況
についての医師の所在する地域の特性を勘案して、各医師に健康保険を適用で
きる限度額（キャップ制）を設定する。
　この場合、医師の専門分野及び診察治療分野による健康保険の必要額の状況
と、患者の罹患状況についての医師の所在する地域の特性は、健康保険におけ
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るビッグデータの分析と、医療の実践において得られる知見に基づいて分析さ
れるものであり、これによって、各医師の保険医療の診察治療実績に、過剰診
療による過大な報酬取得部分と疑われる部分の有無の確認とそれによる保険医
療の診察治療実績に修正を行い、更にこれに当該医師の労働能力を勘案した修
正を行い、各医師に健康保険を適用できる限度額を算定する。この限度額設定
が、第三者によるチェックの役割を果たすものであり、それゆえに適正な限度
額の設定を行うことは重要である。
　医師は、健康保険を適用すべき医療に健康保険を適用し、健康保険を適用す
べきでない診察治療については、健康保険を適用しない。
　医師は、医師法 19 条 1 項により、「診療に従事する医師は、診察治療の求
があったときには、正当な事由がなければ、これを拒んではならない。」との
義務を負っている。しかし、医師も、自己の診察治療行為について、患者の症
状の状況に応じて、提供する診察治療の内容について医療提供上の裁量権を有
していると考えられる。その中で、医師は、患者の症状の状況に応じて、健康
保険の適用される診察治療を提供するかどうかの判断を行うことは、診察治療
の義務と矛盾するものではないと考えられる。
　医師ごとの健康保険適用のキャップ制の下では、医師は自己の可能な労働の
範囲内での診察治療活動を、優先度が高い診察治療に集中して行うようになる。
このため、キャップ制によって、医師は、診察治療義務を負いながら、重要性
の高い診察治療行為に集中していくことができるようになり、過剰診療を防ぐ
役割を果たすことができるようになる。
　医師によって、治療の必要性が高い診察医療行為が増大し、健康保険の適用
を拡大する必要がある場合も考えられるが、そのときは、健康保険を適用でき
る限度額を取引する市場から、適正に価格形成された健康保険を適用できる限
度額を購入し、健康保険の適用を拡大することができる。このことにより、医
師が診察治療の優先度が高い診察治療と判断する行為に、保険を適用して診察
治療を行うことは、医師ごとの健康保険適用のキャップがあることからの制約
はなくなる。
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（2）健康保険を適用できる限度額の取引をする市場は、次のように構想される。
　健康保険を適用できる限度額は、各医師の診察治療実績及び労働能力を勘案
して割り当てられるが、医療に健康保険の適用を減少させ、診療報酬を減少さ
せる医師も出てくるので、それらの者の有する余剰の健康保険を適用できる限
度額については、市場を通じて、医師間での交換を認め、取引市場が形成され
ることを認める。この取引市場では、余剰の健康保険を適用できる限度額を、
追加的な健康保険を適用できる限度額が必要な医師に、市場メカニズムによっ
て配分されることを目的とする。
　このときの取引価格は、医師の受け取る診療報酬額が、医師の労働の対価で
あるところ、医師が限度額を売却するときは労働していないので、たんに若干
のプレミアムが付いた価格が、市場で形成される価格と考えられるが、需給で
価格は変動する。
　医師ごとの医療保険適用のキャップを設けることが、医師法 19 条の医師の
診察治療義務に違反しないか、患者の健康保険の適用を受ける権利を制限する
こととならないかという問題は、医師の健康保険適用が限界に達したとき、患
者から健康保険を適用すべき診察医療行為を求められたときに、端的に生ずる。
　医師が、健康保険を適用すべき診察医療行為を求められたときには、健康保
険を適用できる限度額に余裕のある他の医師の診察医療行為の提供を待つ暇が
ないときには、医師が市場から購入した健康保険を適用できる限度額を行使し
て、健康保険の適用を受ける診察治療を行う必要がある。
　この場合、医師が市場から購入した健康保険を適用できる限度額は、キャッ
プ制が診療報酬の利益相反性の弊害を除去する目的を持つことからは、限度額
の市場からの購入費用は医師が負担すべきである。この費用は、医師が負担す
るが、医師の行う診療行為の対価を相当なものとするためには、限度額の市場
からの購入費用は、医師の労働対価である診療報酬の額を相当程度下回る価格
を維持することが必要であろう。そのために、その取引価格が異常に高騰する
ことを防ぐために、限度額設定主体から市場の取引価格を高騰しないようにす
るための限度額の枠が追加的に市場に投入されることの是非を検討することが
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必要かもしれない。このような限度額の枠を追加的に市場に投入することは、
真に必要な健康保険増加額の要請に基づくものであるかもしれないからである。
しかし、限度額設定主体から追加的に限度額の枠が市場に投入されることを安
易に認めることは、総量規制制度を設ける趣旨を損なうおそれもある。
（3）さらに、健康保険を適用することが適切でないと考える診察医療行為につ
いては、患者との自由診療契約に基づき、自由診療行為が活性化することも期
待される。
　自由診療行為は、診察医療行為の入り口で行われる場合もあるし、診察医療
行為の途中で、医療保険の適用ある診察医療行為ではない診察医療行為を選択
しようとするときにも行われうるが、そのためには自由診療行為についての民
間生命保険が発展することが重要と考えられる。
（4）以上のとおりキャップ制の下では、過剰診療がないと考えられる健康保険
の限度額が各医師に配分されるので、医師が保険事故と認めて適切な診察治療
行為を行う必要があると考えて行う診察医療行為が抑制されることにはならな
い。
　また、医師が、医療保険を適用すべき適切な診察治療行為を行うために必要
な医療保険適用限度額が足りなくなったときには、医療保険適用限度額の枠を
取引市場から購入して、必要な診察治療行為に医療保険を適用することができ
る。
　このため、医師の診察治療義務の履行は制約されないので、医師法 19 条 1
項が規定する医師の診察治療義務に反するものではなく、患者の健康保険の適
用を受ける権利も充足される。
　以上により、各医師の実績に応じて割り当てられた健康保険を適用できる限
度額（キャップ制）を設定し、医師は、健康保険を適用すべき医療に健康保険
を適用するという方式をとることにより、お手盛りの危険は除去され、過剰診
療の抑制が図られることが期待される。
